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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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〔経常収支比率〕

人件費：人件費に係る経常収支比率は類似団体の平均を大きく上回っている。本町は図書館や歴史民俗資料館、コミュニティセンターなど公の施設
数が多いため、職員数も多くなっている。今後は、集中改革プランに基づく公の施設の民間委託（指定管理者の導入等）や退職者補充の抑制などに
より、人件費の削減に努める。
物件費：物件費に係る経常収支比率は前年度に比べ2.4ポイント減少し、類似団体の平均を下回った。今後も、事務事業の見直しを図るとともに、物
品購入や業務委託発注時に競争原理の導入などにより、一層の経費削減に努めていく。
扶助費：扶助費に係る経常収支比率は類似団体とほぼ同じ水準にある。今後は、少子高齢化対策に係る事業費の増加が見込まれるが、同水準を維
持するよう努めていく。
公債費：起債依存型の大規模建設事業や道路整備事業を継続して実施してきたため、地方債の元利償還金が多額となり、公債費に係る経常収支比
率は類似団体平均を4.5ポイント上回っている。今後は、地方債の新規発行を伴う普通建設事業の見直し（廃止・休止）や既往債の繰上償還、借換な
どを実施し、地方債残高の抑制に努める。
補助費等：補助費等に係る経常収支比率は類似団体平均を下回っている。平成18年度から各種補助団体への補助金の減額や報奨金の見直しに取
り組んでいる。今後は、補助費等の大きなウエイトを占めている一部事務組合に対する負担金についても抑制を求め、経費削減を図っていく。
その他：その他に係る経常収支比率は前年度に比べ5.1ポイント増加し、類似団体平均を上回った。これは、公共下水道事業への繰出金（経常経費）
の増加が大きな要因となっている。また、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計への繰出金も増加傾向にあることから、今後は、保険税や保険
料の徴収強化を図るとともに、被保険者に早期発見、早期治療に努めるよう指導を行うなど、繰出金の抑制に努める。
〔人件費・公債費〕
人件費：人口１人当たり決算額は類似団体平均を上回っている。これは、類似団体に比べ公の施設数が多いことが主な要因である。今後は、集中改
革プランに基づき公の施設の民間委託（指定管理者の導入）や退職者補充の抑制などにより、人件費の抑制に努める。
公債費：人口１人当たり決算額は類似団体平均を大幅に上回っている。これは、大規模建設事業の実施にともない、借入を行った地方債の元利償還
金や公共下水道事業などの公営企業債の元利償還金に係る繰出金、債務負担行為に係る負担金が多額となっているためである。このため、平成18
年度から公債費負担適正化計画を策定し、後年度の財政負担が大きい起債依存型の大規模建設事業計画の見直し（廃止、休止）や既往債の繰上
償還、借換に取り組んでいる。実質公債費比率は30.1％となっているが、この間の取り組みにより、比率は平成19年度をピークに減少していく見込み
である。
〔普通建設事業費〕
人口１人当たり決算額は類似団体の平均を上回っている。これは、大型道路新設改良事業（平成17度から4年間の継続事業である山田郡山線（富沢
こ道橋）新設工事）をはじめ、町民生活向上につながる生活基盤整備事業を電源立地地域対策交付金等を活用して実施しているためである。平成20
年度には継続事業で行ってきた大型道路新設改良事業が完了することから、平成21年度以降の普通建設事業費は減少する見込みである。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 886,877 121,390 108,310 12.1
賃金（物件費） 19,643 2,689 7,093 ▲ 62.1
一部事務組合負担金（補助費等） 138,296 18,929 15,722 20.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 1,203 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 21,971 3,007 4,713 ▲ 36.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 48,839 6,685 2,346 185.0
▲退職金 ▲ 87,764 ▲ 12,013 ▲ 10,690 12.4
合計 1,027,862 140,687 128,696 9.3

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 13.69 12.36 1.33
ラスパイレス指数 93.4 92.4 1.0
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 595,024 81,443 68,793 18.4

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等 - - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 250,917 34,344 15,674 119.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額 51,152 7,001 8,188 ▲ 14.5

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額 95,952 13,133 2,841 362.3

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） 1,689 231 44 425.0

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 407,817 ▲ 55,819 ▲ 53,492 4.4

合計 586,917 80,334 42,048 91.1
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,345,099 177,547 18.8 127,996 1.0 17.8

うち単独分 829,314 109,466 11.9 73,567 ▲ 1.6 13.5

1,763,533 234,294 32.0 137,527 7.4 24.6

うち単独分 1,409,453 187,253 71.1 74,733 1.6 69.5

1,374,180 184,578 ▲ 21.2 102,700 ▲ 25.3 4.1

うち単独分 1,184,443 159,092 ▲ 15.0 59,429 ▲ 20.5 5.5

949,322 128,896 ▲ 30.2 87,174 ▲ 15.1 ▲ 15.1

うち単独分 839,421 113,974 ▲ 28.4 48,477 ▲ 18.4 ▲ 10.0

1,092,766 149,571 16.0 86,616 ▲ 0.6 16.6

うち単独分 988,924 135,358 18.8 49,776 2.7 16.1

過去５年間平均 1,304,980 174,977 3.1 108,403 ▲ 6.5 9.6

うち単独分 1,050,311 141,029 11.7 61,196 ▲ 7.2 18.9
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